
（参考） 【資料１-１】

国家公務員、国の契約等発注事務に関連する法令の抜粋

１ 国家公務員法（法令に従う義務）

２ 国家公務員倫理法、国家公務員倫理規程

３ 農林水産省発注者綱紀保持規程

４ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

５ 公共工事の品質確保の促進に関する法律

６ 刑法、刑事訴訟法

７ 予算執行職員等の責任に関する法律

８ 入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべ

き行為の処罰に関する法律

９ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

10 懲戒処分の指針について



１ 国家公務員法（平成１１年法律第１２９号）

（服務の根本基準）

第９６条 すべて職員は、国民全体の奉仕者として、公共の利益のために勤務し、

且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。

（法令及び上司の命令に従う義務並びに争議行為等の禁止）

第９８条 職員は、その職務を遂行するについて、法令に従い、且つ、上司の職

務上の命令に忠実に従わなければならない。

（信用失墜行為の禁止）

第９９条 職員は、その官職の信用を傷つけ、又は官職全体の不名誉となるよう

な行為をしてはならない。

（秘密を守る義務）

第１００条 職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後といえども同様とする。



２ 国家公務員倫理法（平成１１年法律第１２９号）

（職員が遵守すべき職務に係る倫理原則）

第３条 職員は、国民全体の奉仕者であり、国民の一部に対してのみの奉仕者で

はないことを自覚し、職務上知り得た情報について国民の一部に対してのみ有利

な取扱いをする等国民に対し不当な差別的取扱いをしてはならず、常に公正な職

務の執行に当たらなければならない。

３ 職員は、法律により与えられた権限の行使に当たっては、当該権限の行使の

対象となる者からの贈与等を受けること等の国民の疑惑や不信を招くような行為

をしてはならない。

（利害関係者）

第２条この政令において、「利害関係者」とは、職員が職務として携わる次の各

号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号に定める者をいう。

一～六[略]

七 国の支出の原因となる契約に関する事務若しくは会計法（昭和二十二年法律

第三十五号）第二十九条に規定する契約に関する事務又はこれらの契約に相当す

る特定独立行政法人の業務に係る契約に関する事務これらの契約を締結している

事業者等、これらの契約の申込みをしている事業者等及びこれらの契約の申込み

をしようとしていることが明らかである事業者等

（禁止行為）

第３条 職員は、次に掲げる行為を行ってはならない。

一 利害関係者から金銭、物品又は不動産の贈与（せん別、祝儀、香典又は供花

その他これらに類するものとしてされるものを含む。）を受けること。

二 利害関係者から金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付けにあっては、

無利子のもの又は利子の利率が著しく低いものに限る。）を受けること。

三 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で物品又は不動産の貸付

けを受けること。

四 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で役務の提供を受けるこ

と。

五 利害関係者から未公開株式（証券取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第

二条第十六項に規定する証券取引所に上場されておらず、かつ、同法第七十五

条第一項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない株式をいう。）を譲

り受けること。

六 利害関係者から供応接待を受けること。

七 利害関係者と共に遊技又はゴルフをすること。

八 利害関係者と共に旅行（公務のための旅行を除く。）をすること。

九 利害関係者をして、第三者に対し前各号に掲げる行為をさせること。



３ 農林水産省発注者綱紀保持規程（抜粋）

（目的）

第１条 この訓令は、農林水産省における発注事務に関し、発注担当職員

及び管理監督者の法令遵守等の責務、事業者との応接方法、第三者から

の不当な働きかけを受けた場合の対応等について定めることにより、発

注事務の適正性及び透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の保持を図

り、もって発注事務に対する国民の信頼を確保することを目的とする。

（発注担当職員の責務）

第３条 発注担当職員は、発注事務に関して、国民の疑惑を招くことのな

いようにしなければならない。

２ 発注担当職員は、発注事務の実施に当たっては、会計法（昭和２２年

法律第３５号）、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

（平成１２年法律第１２７号）、入札談合等関与行為の排除及び防止並

びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律（平成

１４年法律第１０１号）、刑法（明治４０年法律第４５号）、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）その

他の発注事務に係る会計法令等を遵守しなければならない。

３ 発注担当職員は、発注事務の実施に当たっては、透明性、公平性及び

公正性の確保に十分留意するものとし、発注事務に関する苦情、相談、

問い合わせ等があった場合は、必要に応じ管理監督者等と相談の上、適

切に対応しなければならない。

（秘密の保持）

第６条 管理監督者及び発注担当職員は、落札者決定前における予定価格

及び個々の入札における競争参加有資格者名その他の発注事務に関する

職務上知り得た秘密（公表を制限された情報を含む。）を保持しなけれ

ばならず、当該建設工事等に係る発注担当職員でない職員その他の者に

これを教示若しくは示唆をし、又は発注事務の目的外に利用してはなら

ない。

（事業者との応接方法）

第７条 管理監督者及び発注担当職員は、事業者と接するときは、公平か

つ適正に対応し、一部の事業者が有利又は不利となるように取り扱って

はならない。

２ 管理監督者及び発注担当職員は、事業者との応接に当たっては、第１

２条第２号の場所その他適切な場所において、複数の職員で対応する等

国民の疑惑や不信を招くことのないようにするものとする。

（第三者からの不当な働きかけを受けた場合の対応）

第１０条 発注担当職員は、勤務時間の内外を問わず、次の各号に該当す

る第三者からの不当な働きかけ（対面、郵送、電話、ファクシミリ、電

子メール等による手段等）を受けた時は、当該働きかけを拒否しなけれ

ばならない。また、当該第三者に対して、不当な働きかけを受けた内容

を記録し、公表する旨を伝えなければならない。

（１）自らに有利な競争参加資格の設定に関する依頼



（２）指名競争入札において自らを指名すること又は他者を指名しないこ

との依頼

（３）自らが受注すること又は他者に受注させないことの依頼

（４）公表前における設計金額、予定価格、見積金額又は低入札価格調査

制度の調査基準価格に関する情報聴取

（５）公表前における総合評価落札方式における技術点に関する情報聴取

（６）公表前における発注予定に関する情報聴取

（７）公表前における入札参加者に関する情報聴取

（８）その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益の誘導につなが

るおそれのある依頼又は情報聴取

（発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知）

第１５条 内局及び外局、施設等機関、地方支分部局、並びに農林水産技

術会議事務局筑波事務所の長は、発注者綱紀保持対策の策定に当たって

は、あらかじめ委員会の意見を聴くこととし、建設工事等の発注事務に

係る綱紀の保持に関する理解及び協力を得るため、競争参加有資格者に

対し、発注者綱紀保持対策を掲示及びホームページにより周知するもの

とする。



４ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１

２７号）

（公共工事の入札及び契約の適正化の基本となるべき事項）

第３条公共工事の入札及び契約については、次に掲げるところにより、その適正

化が図られなければならない。

一 入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性が確保されること。

二 入札に参加しようとし、又は契約の相手方になろうとする者の間の公正な競

争が促進されること。

三 入札及び契約からの談合その他の不正行為の排除が徹底されること。

四 契約された公共工事の適正な施工が確保されること。

＜公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針＞

３ 談合その他の不正行為の排除の徹底

① 談合情報への適切な対応

② 一括下請負等建設業法違反への適切な対応

③ 捜査機関等との連携

④ ペナルティの厳正な運用

指名停止が恣意的に行われないよう、あらかじめ指名停止基準を策定、公

表。

⑤ 談合への発注者の関与の防止

法及び適正化指針に基づく入札及び契約の手続の透明性の向上により、

不正行為の起こりにくい環境を整備。



５ 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）

（基本理念）

第３条 公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経

済活動の基盤となる社会資本を整備するものとして社会経済上重要な意義を有す

ることに鑑み、国及び地方公共団体並びに公共工事の発注者及び受注者がそれぞ

れの役割を果たすことにより、現在及び将来の国民のために確保されなければな

らない。

１～３ [略]

４ 公共工事の品質確保に当たっては、入札及び契約の過程並びに契約の内容の

透明性並びに競争の公正性が確保されること、談合、入札談合等関与行為その他

の不正行為の排除が徹底されること並びに適正な施工が確保されることにより、

受注者としての適格性を有しない建設業者が排除されること等の入札及び契約の

適正化が図られるように配慮されなければならない。



６ 刑法（明治４０年法律第４５号）

（競売等妨害）

第９６条の３ 偽計又は威力を用いて、公の競売又は入札の公正を害すべき行為

をした者は、二年以下の懲役又は二百五十万円以下の罰金に処する。

２ 公正な価格を害し又は不正な利益を得る目的で、談合した者も、前項と同様

とする。

（収賄、受託収賄及び事前収賄）

第１９７条 公務員が、その職務に関し、賄賂を収受し、又はその要求若しくは

約束をしたときは、五年以下の懲役に処する。この場合において、請託を受けた

ときは、七年以下の懲役に処する。

※ 刑事訴訟法

第二百三十九条 何人でも、犯罪があると思料するときは、告発をすることが

できる。

２ 官吏又は公吏は、その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、

告発をしなければならない。



７ 予算執行職員等の責任に関する法律（昭和２５年法律第１７２号）

（予算執行職員の義務及び責任）

第３条予算執行職員は、法令に準拠し、且つ、予算で定めるところに従い、それ

ぞれの職分に応じ、支出等の行為をしなければならない。

２ 予算執行職員は、故意又は重大な過失に因り前項の規定に違反して支出等の

行為をしたことにより国に損害を与えたときは、弁償の責に任じなければならな

い。

３ 前項の場合において、その損害が二人以上の予算執行職員が前項の支出等の

行為をしたことにより生じたものであるときは、当該予算執行職員は、それぞれ

の職分に応じ、且つ、当該行為が当該損害の発生に寄与した程度に応じて弁償の

責に任ずるものとする。



８ 入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべ

き行為の処罰に関する法律（平成１４年法律第１０１号）

（趣旨）

第1条

この法律は，公正取引委員会による各省各庁の長等に対する入札談合等関与行

為を排除するために必要な改善措置の要求，入札談合等関与行為を行った職員に

対する損害賠償の請求，当該職員に係る懲戒事由の調査，関係行政機関の連携協

力等入札談合等関与行為を排除し，及び防止するための措置について定めるとと

もに，職員による入札等の公正を害すべき行為についての罰則を定めるものとす

る。

（定義）

第２条１～３ [略]

４ この法律において「入札談合等」とは、国、地方公共団体又は特定法人（以

下「国等」という。）が入札、競り売りその他競争により相手方を選定する方法

（以下「入札等」という。）により行う売買、貸借、請負その他の契約の締結に

関し、当該入札に参加しようとする事業者が他の事業者と共同して落札すべき者

若しくは落札すべき価格を決定し、又は事業者団体が当該入札に参加しようとす

る事業者に当該行為を行わせること等により、私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第三条又は第八条第一項第一号

の規定に違反する行為をいう。

５ この法律において「入札談合等関与行為」とは、国若しくは地方公共団体の

職員又は特定法人の役員若しくは職員（以下「職員」という。）が入札談合等に

関与する行為であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 事業者又は事業者団体に入札談合等を行わせること。

二 契約の相手方となるべき者をあらかじめ指名することその他特定の者を契約

の相手方となるべき者として希望する旨の意向をあらかじめ教示し、又は示唆す

ること。

三 入札又は契約に関する情報のうち特定の事業者又は事業者団体が知ることに

よりこれらの者が入札談合等を行うことが容易となる情報であって秘密として管

理されているものを、特定の者に対して教示し、又は示唆すること。

四 特定の入札談合等に関し、事業者、事業者団体その他の者の明示若しくは黙

示の依頼を受け、又はこれらの者に自ら働きかけ、かつ、当該入札談合等を容易

にする目的で、職務に反し、入札に参加する者として特定の者を指名し、又はそ

の他の方法により、入札談合等を幇助すること。

（職員による入札等の妨害）

第8条

職員が，その所属する国等が入札等により行う売買，貸借，請負その他の契約

の締結に関し，その職務に反し，事業者その他の者に談合を唆すこと，事業者そ

の他の者に予定価格その他の入札等に関する秘密を教示すること又はその他の方

法により，当該入札等の公正を害すべき行為を行ったときは，5年以下の懲役又

は250万円以下の罰金に処する。



９ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）

第２条

この法律において「不当な取引制限」とは，事業者が，契約，協定その他何ら

の名義をもつてするかを問わず，他の事業者と共同して対価を決定し，維持し，

若しくは引き上げ，又は数量，技術，製品，設備若しくは取引の相手方を制限す

る等相互にその事業活動を拘束し，又は遂行することにより，公共の利益に反し

て，一定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう。

第３条 事業者は，私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。

第８条 事業者団体は，次の各号のいずれかに該当する行為をしてはならない。

一 一定の取引分野における競争を実質的に制限すること。

第８９条 次の各号のいずれかに該当するものは、五年以下の懲役又は五百万円

以下の罰金に処する。

一 第三条の規定に違反して私的独占又は不当な取引制限をした者

（独占禁止法上の措置）

事業者が独占禁止法に違反すると，公正取引委員会から当該違反行為を排除す

るために必要な措置を命ずる排除措置命令や，金銭的不利益を課す課徴金納付命

令が出されるほか，悪質かつ重大な事案等に対しては刑事告発が行われることが

あります



10 懲戒処分の指針について（平成１２年３月３１日付け職職－６８ 人事院事務

総長通知）

第２ 標準例

１ 一般服務関係

(1)～(10) 略

(11) 入札談合等に関与する行為

国が入札等により行う契約の締結に関し、その職務に反し、事業者その他

の者に談合を唆すこと、事業者その他の者に予定価格等の入札等に関する秘

密を教示すること又はその他の方法により、当該入札等の公正を害すべき行

為を行った職員は、免職又は停職とする。

※ 平成２０年４月１日に入札談合等に関与する行為を追加。

（参考）

入札談合が行われた場合の刑罰規定の適用について

法律名 事業者側 職員側

刑法 競売入札妨害罪 競売入札妨害罪

（ 談合罪） （談合罪の共犯）

官製談合防止法 職員による入札等の妨害の罪の共 職員による入札等の妨害の罪

犯

独禁法 不当な取引制限の罪 不当な取引制限の罪の共犯

※ 林野庁発注者綱紀保持マニュアルより


